
財務諸表に対する注記 

 

１.重要な会計方針 

(1) 「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日 平成 21 年 10 月 16 日改正 内閣府公益認

定等委員会）を採用している。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法を採用している。主な耐用年数は次のとおりである。 

建物     ５０年 

建物附属設備 ６年～１７年 

構築物    １０年 

車両運搬具  ５年～６年 

什器備品   ３年～２０年 

 

②無形固定資産 

ソフトウエア ３年又は５年 

 

(3)  引当金の計上基準 

賞与引当金・・・・・職員の賞与の支払いに備えるため、賞与支給見込み額の当事業年度

負担額を計上している。 

退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上

している。 

 

(4) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。 

 

(5) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。 

 

 

 

 

 

 



２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

         (単位：円) 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

 土地 1,136,887,756 0 0 1,136,887,756 

 建物 564,783,365 0 15,508,900 549,274,465 

 建物減価償却引当資産 210,662,635 15,508,900 0 226,171,535 

 基本財産引当資産 1,451,529,000 0 0 1,451,529,000 

 小      計 3,363,862,756 15,508,900 15,508,900 3,363,862,756 

特定資産     

 臨時拠出積立資産 313,317,069 0 0 313,317,069 

 退職給付引当資産 286,108,305 19,054,825 13,896,511 291,266,619 

 什器備品等減価償却引当資産 691,090,891 45,015,457 60,715,362 675,390,986 

 会館修繕積立資産 70,000,000 5,000,000 0 75,000,000 

 小      計 1,360,516,265 69,070,282 74,611,873 1,354,974,674 

 合      計 4,724,379,021 84,579,182 90,120,773 4,718,837,430 

 

 

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

         (単位：円) 

科     目 当期末残高 
(うち指定正味財 

産からの充当額) 

(うち一般正味財 

産からの充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

基本財産     

 土地 1,136,887,756 (0) (1,136,887,756) (0) 

 建物 549,274,465 (0) (549,274,465) (0) 

 建物減価償却引当資産 226,171,535 (0) (226,171,535) (0) 

 基本財産引当資産 1,451,529,000 (300,000) (1,451,229,000) (0) 

 小      計 3,363,862,756 (300,000) (3,363,562,756) (0) 

特定資産     

 臨時拠出積立資産 313,317,069 (0) (313,317,069) (0) 

 退職給付引当資産 291,266,619 (0) (0) (291,266,619) 

 什器備品等減価償却引当資産 675,390,986 (0) (675,390,986) (0) 

 会館修繕積立資産 75,000,000 (0) (75,000,000) (0) 

 小      計 1,354,974,674 (0) (1,063,708,055) (291,266,619) 

 合      計 4,718,837,430 (300,000) (4,427,270,811) (291,266,619) 

 



４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

       (単位：円) 

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物 775,446,000 226,171,535 549,274,465 

建物附属設備 300,950,313 292,152,836 8,797,477 

構築物 29,341,200 29,341,199 1 

車両運搬具 1,806,434 1,473,059 333,375 

什器備品 309,227,596 274,655,918 34,571,678 

ソフトウエア 92,533,174 77,767,974 14,765,200 

 合      計 1,509,304,717 901,562,521 607,742,196 

 

 

５.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

    (単位：円) 

内        容 金    額 

経常収益への振替額  

 東日本大震災緊急募金振替額 139,387,132 

 合      計 139,387,132 

 

６．関係当事者との取引の内容 

該当なし 

 

 

７.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下

のとおりである。 

           (単位：円) 

前期末 当期末 

現金預金勘定 5,523,407,799 現金預金勘定 5,808,757,639 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0 

現金及び現金同等物 5,523,407,799 現金及び現金同等物 5,808,757,639 

（２）重要な非資金取引は以下のとおりである。 

           (単位：円) 

前期末 当期末 

該当なし 該当なし 



 

８.キャッシュ・フロー計算書における表示方法 

立替金、仮払金、仮受金、預り金に係る現金及び現金同等物の増減は、その他の事業活動

収入又はその他の事業活動支出の科目にて表示している。 

 

９． 重要な後発事象 

該当なし 

 

１０．公益目的事業会計に含まれる東日本大震災緊急支援事業の正味財産の増減を区分すると

以下のようになる。 

 

この計算書は、東日本大震災緊急支援事業の正味財産の増減を明確に表示することを目的としたものです。 

 

（平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日まで） （単位：円） 

科   目 
公益目的事業会計 

法人会計 合計 
一般会計 東日本特別会計 

Ⅰ．一般正味財産増減の部     

 １．経常増減の部     

  (1) 経常収益     

   基本財産運用益 1,246,070 0 0 1,246,070 

     基本財産受取利息 1,246,070 0 0 1,246,070 

   受取会費 48,878,484 0 11,426,516 60,305,000 

   受取寄付金・募金 18,461,135,368 139,387,132 0 18,600,522,500 

     受取寄付金 4,690,865 0 0 4,690,865 

     受取募金 18,456,444,503 139,387,132 0 18,595,831,635 

      一般募金 18,228,683,813 0 0 18,228,683,813 

      学校募金 227,760,690 0 0 227,760,690 

      東日本大震災緊急募金振替額 0 139,387,132 0 139,387,132 

   受取ｸﾞﾘｰﾃｨﾝｸﾞｶｰﾄﾞ募金 31,041,243 0 0 31,041,243 

   雑収益 765,792 0 1,775,328 2,541,120 

     経常収益計 18,543,066,957 139,387,132 13,201,844 18,695,655,933 

  (2) 経常費用     

   事業費 18,599,944,363 139,850,713 0 18,739,795,076 

    本部拠出金 15,000,000,000 0 0 15,000,000,000 

    啓発宣伝事業費 350,658,707 0 0 350,658,707 

    啓発宣伝地域普及事業費 100,865,497 0 0 100,865,497 

    募金活動事業費 2,243,795,905 0 0 2,243,795,905 

    ｸﾞﾘｰﾃｨﾝｸﾞｶｰﾄﾞ募金事業費 21,672,043 0 0 21,672,043 

    国際協力研修事業費 10,115,681 0 0 10,115,681 



東日本大震災緊急支援事業費 0 139,850,713 0 139,850,713 

     緊急支援活動費 0 139,387,132 0 139,387,132 

     現地運営費 0 463,581 0 463,581 

    本部業務分担金 872,836,530 0 0 872,836,530 

   管理費 0 0 13,201,844 13,201,844 

     経常費用計 18,599,944,363 139,850,713 13,201,844 18,752,996,920 

     当期経常増減額 △56,877,406 △463,581 0 △57,340,987 

 ２．経常外増減の部     

  (1) 経常外収益     

     経常外収益計 0 0 0 0 

  (2) 経常外費用     

     経常外費用計 26 0 0 26 

     当期経常外増減額 △26 0 0 △26 

 当期一般正味財産増減額 △56,877,432 △463,581 0 △57,341,013 

 一般正味財産期首残高 5,111,538,431 5,546,637 36,899,201 5,153,984,269 

 一般正味財産期末残高 5,054,660,999 5,083,056 36,899,201 5,096,643,256 

Ⅱ．指定正味財産増減の部     

   受取寄付金 0 2,790,802 0 2,790,802 

   一般正味財産への振替額 0 △139,387,132 0 △139,387,132 

 当期指定正味財産増減額 0 △136,596,330 0 △136,596,330 

 指定正味財産期首残高 300,000 252,706,979 0 253,006,979 

 指定正味財産期末残高 300,000 116,110,649 0 116,410,649 

Ⅲ．正味財産期末残高 5,054,960,999 121,193,705 36,899,201 5,213,053,905 

 

 



附属明細書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

(単位：円) 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

基本財産 土地 1,136,887,756 0 0 1,136,887,756 

 建物 564,783,365 0 15,508,900 549,274,465 

 建物減価償却引当資産 210,662,635 15,508,900 0 226,171,535 

 基本財産引当資産 1,451,529,000 0 0 1,451,529,000 

 基本財産計 3,363,862,756 15,508,900 15,508,900 3,363,862,756 

特定資産 臨時拠出積立資産 313,317,069 0 0 313,317,069 

 退職給付引当資産 286,108,305 19,054,825 13,896,511 291,266,619 

 什器備品等減価償却引当資産 691,090,891 45,015,457 60,715,362 675,390,986 

 会館修繕積立資産 70,000,000 5,000,000 0 75,000,000 

 特定資産計 1,360,516,265 69,070,282 74,611,873 1,354,974,674 

 

 

２．引当金の明細 

           (単位：円) 

科     目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

 賞与引当金 5,008,968 5,097,852 5,008,968  5,097,852 

 退職給付引当金 286,108,305 19,054,825 13,896,511  291,266,619 

 


